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鳴門市まちなか未来ビジョン策定業務 

特記仕様書 

 

 

第１章 総則 

第１条 （適用範囲） 

本仕様書は鳴門市が業務委託する「鳴門市まちなか未来ビジョン策定業務（以下、本業務とい

う。）」に適用する。 

 

第２条 （業務目的） 

本業務は、本市の公共交通の発着点である鳴門駅周辺において、本市の「顔」として、商業・行政・

交流等の各拠点施設の集積により利便性を高めるとともに、まちの中心部としてふさわしい基盤整備

や魅力、活力を高めていくための基本的な方策を検討し、「鳴門市まちなか未来ビジョン」を策定する

ことを目的とする。 

また、エリアの魅力向上や住民や訪問者にとって快適な環境の提供に向けた、官民連携体制の検

討や人が溜まりたくなる空間創出に向けた社会実験の検討、まちづくりの継続的な検討の進行に向

けて「鳴門市まちづくりデザイン会議」の技術的支援を併せて行うこととする。 

 

第３条 （履行期間） 

契約締結日の翌日から令和８年６月３０日まで 

 

第４条 （業務の実施） 

（１）本業務の実施は、本仕様書に基づき実施すること。 

（２）受託者は、業務の実施にあたり、関係法令、条例などを遵守すること。 

（３）本市が策定した他の計画との整合性を考慮すること。 

（４）受託者は、発注者と協議を行い、その意図や目的を十分に理解した上で適切な人員配置の下で

業務を実施すること。 

（５）庁内会議等を含め、現状と課題、事業手法などについて検討を進めることとしている。受託者は、

これら庁内会議等において検討を行った事項について補完し、本業務及び未来ビジョンに求めら

れる内容として遺漏がないよう、整理を行うこと。 

（６）受託者は、業務の進捗に関して、発注者に対して定期的に報告を行うこと。 

（７）受託者は、自らの組織の中から配置技術者を選任し、発注者に通知すること。 

（８）受託者は、本業務の一部を再委託する場合、予め発注者の承認を得ること。 

（９）本仕様書に記載の事項または本業務の実施に関し疑義が生じた場合は、速やかに発注者と協

議を行い、指示を仰ぐこと。 

（１０）受託者は、本業務の実施過程で知り得た秘密を第三者に漏らしてはならない。 

 

第５条 （準拠法令等） 

本業務は、本仕様書によるほか、次の関係法令等における最新版に準拠して行うものとする。 

（1） 鳴門市総合計画 

（2） 鳴門市都市計画マスタープラン 

（3） 徳島県東部都市計画区域マスタープラン 

（4） 鳴門市立地適正化計画 



2 

 

（5） 都市計画法（昭和４３年法律第１００号） 

（6） 鳴門市の関係諸規則 

（7） その他関係法令、規程、通達等 

 

第６条 （業務計画書の提出） 

 受託者は、契約締結後１４日以内に業務計画書を提出しなければならない。なお、業務計画書には

次の事項を記載すること。 

① 業務概要 

② 業務実施方針 

③ 業務行程 

④ 業務実施体制及び組織計画 

⑤ 業務フロー 

⑥ 打合せ計画 

⑦ 連絡体制 

⑧ その他発注者が必要とする事項 

   

（1） 受託者は、業務計画書の内容を変更する場合は、理由を明確にした上で、その都度速やかに発

注者に変更業務計画書を提出すること。 

（2） 発注者が指示した事項については、受託者はさらに詳細な業務計画書に係る資料を提出するこ

と。 

 

第 7条 （配置技術者） 

本業務の実施にあたり、業務の円滑な進捗と品質の確保を図るため、以下の技術者を配置するも

のとする。なお、配置技術者は、原則としてプロポーザルに提出した各技術者を配置するものとする。 

（1） 管理技術者 

技術士（建設部門－都市及び地方計画）または技術士（総合技術監理部門（建設-都市及び地

方計画））もしくは RCCM（都市計画及び地方計画）の有資格者とする。 

ただし、管理技術者は、照査技術者を兼ねることはできない。 

（2） 照査技術者 

技術士（建設部門－都市及び地方計画）または技術士（総合技術監理部門（建設-都市及び地

方計画））の有資格者とする。 

（3） 担当技術者 （鉄道関係業務を担当） 

技術士（建設部門－都市及び地方計画または鉄道）または技術士（総合技術監理部門（建設-都

市及び地方計画または鉄道））もしくは RCCM（都市計画及び地方計画）の有資格者とする。 

ただし、担当技術者は、照査技術者を兼ねることはできない。 

   

第８条 （打合せ及び議事録） 

業務を適正かつ円滑に実施するため、受託者と発注者は常に密接な打合せを行い、業務方針、

条件などの疑義を正すものとし、その内容については、受託者がその都度記録し、発注者の確認を

得ること。 
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第９条 （引渡前における成果品の使用） 

 履行期間途中においても、発注者は受託者に通知することで、成果品の全部又は一部を使用する

ことができるものとする。 

 

第１０条 （成果品の帰属） 

本業務の成果品については、すべて発注者に帰属するものとし、受託者は発注者の許可なく複製、

貸与、流用及び破棄してはならない。 

 

第１１条 （情報保護） 

本業務では、発注者から個人情報（個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第２条

第１項に規定する個人情報をいう。）の提供を受けた場合は、個人情報の保護に関する法律の定め

に従い、これを取り扱わなければならない。また、受託者は、委託業務の実施に関し、発注者が定め

る鳴門市情報セキュリティポリシーを遵守しなければならない 

 

 

第２章 業務概要 

第１２条 （業務項目） 

本業務の業務項目は、次のとおりとする。 

（１）まちなか未来ビジョン策定  1式 

（２）官民連携体制構築およびワークショップ支援   1式 

（３）まちづくりデザイン会議運営支援  1式 

（4）社会実験企画支援 １式 

 

第１３条 （計画準備） 

 本業務の実施にあたり、発注者と協議し、合理的かつ機能的に業務を遂行するために必要な各工

程における基本方針を定め、細部計画を立案し、発注者の承諾を受けるものとする。 

 

第１４条 （打合せ協議） 

打合せ協議は、未来ビジョンについて着手時、中間時２回、納品時の計４回を、まちづくりデザイン

会議運営支援について、各会議ごとに１回行うものとする。なお、必要に応じて適宜打合せ協議を行う

ものとする。打合せ記録簿については受託者が作成し、発注者の確認を受けなければならない。 

 

 

第３章 まちなか未来ビジョン策定 

第１５条 （資料収集整理） 

本業務を実施するにあたり、必要な資料及びデータを収集するものとする。また、これまでに実施し

たまちづくりデザイン会議の資料等の情報を整理する。 

 

第１６条 （上位計画等の整理） 

総合計画及び都市計画マスタープラン等の上位計画及び関連計画における位置づけやエリアに

おけるまちづくりの方向性を検討する上で、中心市街地の位置づけを検討し、構想範囲を設定するも

のとする。 
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第１７条 （現況と課題の整理） 

エリアの現況特性および社会経済動向を把握するため、以下に示す項目をはじめ現況について調

査を行い、エリアが有する問題点を整理する。 

     現況整理 

・ 人口動向 

・ 産業及び事業者の動向 

・ 地形及び地物の状況 

・ 歴史的背景 

・ 土地利用、建物用途、地権者の状況 

・ 道路、交通環境 

・ 公共交通網及び利用状況 

・ 地価動向等 

・ 鳴門駅付近の鉄道施設の状況 等 

 

課題整理 

・ 不足機能の強化 

・ 交通環境の改善 

・ 回遊性の向上 

・ 持続可能性 等 

 

第１８条 （まちづくりの方向性の検討） 

地域活性化などの観点から、必要な資料及びデータを収集するとともに、これまでに実施したまち

づくりデザイン会議の協議内容等から、まちづくりの方向性の検討を行う。 

 

第１９条 （駅周辺ビジョンの検討） 

鳴門駅周辺のコア部分について、第１６条から第１８条までの検討を踏まえ、ビジョン案を作成す

る。 

・ 駅の位置とその形状 

・ 周辺道路整備 

・ 土地利用 

 

第２０条 （鉄道関連施設の可能性検討） 

（1） 鉄道関連施設の移転について、以下に示す内容の技術的な可能性を整理する。なお、検討パ

ターンは 2つを想定し、詳細については第３回鳴門市まちづくりデザイン会議を参照とする。 

・ 鉄道施設規模（配線形式、ホーム幅員、ホーム長等）の想定 

・ 移転先の用地 

・ 鉄軌道及び駅舎の設置 

・ 駅前広場及び周辺道路網 

・ 比較検討による候補地の優位性評価 

 

（2） 本条の検討は、発注者及び（株）四国旅客鉄道（以下「ＪＲ四国」という。）との協議の上決定する

こととする。また、疑義等については、ＪＲ四国との協議により定め、発注者へ報告すること。 
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第２１条 （エリア別方針の検討） 

ゾーニングにおけるエリアが目指すべき姿やその実現手法の方向性について、エリア別の基本方

針としてとりまとめる。地域活性化などの観点から、本業務を実施するにあたり、必要な資料及びデー

タを収集するものとする。また、各エリアに関するイメージ図またはパース図、全体的な鳥観図および

パース図を作成する。 

 

第２２条 （実現化方策の検討） 

まちづくりに関する整備手法の検討のほか、関連法令との整合、国土交通省を含む関係する国の

交付金制度との整合、概算事業費などについて検討を行う。また、交付金制度の活用へ向けた資料

の作成を支援する。 

 

 

第４章 官民連携体制構築支援 

第２３条 （官民連携体制構築支援） 

まちづくりのソフト面の機運醸成や、官民連携体制（エリアプラットフォーム）の構築に向けた検討を

行う。コンセプトや将来像を検討するため、市民ワークショップの実施支援のほか、既存民間団体への

ヒアリングを実施し、市民ワークショップの実施へ向けた取りまとめを行う。 

 

 

第５章 まちづくりデザイン会議運営支援 

第２４条 （まちづくりデザイン会議運営支援） 

鳴門市まちづくりデザイン会議について、議事の設定支援、説明資料の作成及び技術支援、会議

での報告等を実施する。支援内容については、発注者との協議の上で決定する。会議の回数は 3 回

を予定している。なお、基本的な資料作成、日程調整及び会場の確保、委員への案内、通知等につ

いては発注者が実施する。 

 

 

 第６章 社会実験企画支援 

第２５条 （社会実験企画支援） 

令和８年度に向けた、エリア内の空き店舗や空き地、広場などを利用した社会実験の企画案を作

成する。また、令和７年度に実施した社会実験について、実施状況の整理・分析を行う。 

 

第７章 成果品とりまとめ 

第２６条（成果品） 

本業務における納入成果品は以下のとおりとする。提出は電子データによる各 1 部とし、うち「鳴門

市まちなか未来ビジョン」については紙媒体の冊子 13 部を併せて提出すること。なお、本業務に係る

全てのデータを提出するものとする。 

・ 検討結果報告書 １式 

       （鳴門市まちなか未来ビジョン成果品 冊子 13部を含む） 

・ 本業務内で作成した基礎資料データ等 １式 

・ 打合せ記録簿 １式 

・ 業務報告書 １式 

・ その他発注者が必要と認める資料 １式 


